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Abstract 
The author first examined the history of government regulation of mass media in Japan from 2013 to    
2017 and chronicled.  
    Next,  the author tried to clarify the strategies of government regulation of mass media and about how the       
mass media operated. 
       As a result,  the following tendencies were able to extract. 
  Ⅰ. For mass media, the biggest threat is to be Specific Secret Protection Act. 
  Ⅱ.  In light of Broadcasting Act, the Abe administration developed the following strategies. 
     1) Meeting with media stakeholders、2) Notify the stakeholders of the mass media to make a program fairly and 
fairly in writing,  3) Call a mass media official and listen to the situation,  4) Provide administrative guidance 
based on the Broadcasting Act, 5) Based on the Broadcasting Law, threaten to revoke  TV  media 
stakeholders broadcast license if  they made a non-fair report.  
 Ⅲ.  What do the citizens expect from the mass media is to know how to live peacefully and safely. In order to  
make citizens' wishes come true, the media should make full efforts to find out the essence among various  
phenomena occurring in society. 
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１．はじめに 
 社会全体が「忖度・自主規制・政府が右と言うのを左とは言えない」というような空気に浸されている。
今、わが国のマスメディアをめぐる状況はどうなっているのだろうか。こうした状況は何故生じたのか。こ
うした状況を払拭する方法はないのだろうか。 
  戦後70数年かけて、保守勢力が少しずつ「憲法解釈の変更」を試みてきた結果、現政権は、保守勢力の最
終目標の一つである「平和憲法」を否定し、「戦前の日本をとりもどす」ための最後の仕上げに入ってきてい
るのではないか。このような危惧が脳裏に去来している。こうした問題の解明には、むろん、政治・経済・
社会などの学際的な総合的研究が不可欠なのであるが、本稿では、筆者の出自である心理学的な視点からの
アプローチを試みたい。 
   そして、分析のキーワードは「メディア」である。ふつう、マスメディアなどの報道機関の意味で使用さ
れることが多いが、実は、私たち自身も「メディア」であるし、人間と社会はすべて多様な「メディア」の
複合から成っているといえるのである。この２つの「メディア」に共通しているのが、「知」や「情報」であ
り、これがもう一つのキーワードである。私たち自身がメディアとして機能することによって、他者とのコ
ミュニケーションが可能となり、このコミュニケーションは「メディア」と協働することによって、グロー
バルな「知」や「情報」の交換が可能となっているのである。そして、このコミュニケーションの過程で行
われていることは、まさに「知」や「情報」の探求であり、創造であり、伝達である。このように、私たち
自身とメディアは不可欠の関係にあることから、メディアのあり方いかんによって私たちの「こころ」の状
態も左右されるし、その逆でもあるのである。 
 雑誌「世界(2017）」9月号は、特集「報道と権力」の冒頭で次のように述べている。 
 「政府は世論の支持を得るため、常に情報を操作する。その広報戦略は『進化』し、マスメディアの多くが政権とのあるべき距離を見誤
り、広報機関化していることは、これまでも繰り返し指摘されてきた。いま私たちが目にしているのは、さらに深刻な事態だ。巨大な発
行部数を持つ新聞社が、政府の不正に異を唱えようとする告発者に対し、その名誉を紙面で傷つける報道を展開し、告発を無効化しよ
うとした。政府が、そうした報道を脅迫手段の一つとして認識していたことをうかがわせる動きもあった。 
   政府を監視し、その不正を告発するのではなく、政府と一体となって告発者を抑止しようとする－－－このような事態を前にしては、
ジェファーソンが問いかけたような、『政府のない新聞』と『新聞のない政府』の比較衡量は意味を失うだろう（p.43)。」 
  
 果たして、この言辞は正しいのだろうか。このことについて考えることもまた大きな関心事である。 
 こうした問題の解明のために、筆者は、まず、報道の実態を明らかにすべく、2013年 1月から2017
年 6月までの 4年半のわが国のいわゆる「五大新聞」を中心に報道の実態についての資料を集め、政府
や与党のメディアに対する言動やそれらに対するメディアの反応について、年表にまとめてみた。膨大な量
のデータで本稿には掲載できないので、「年表 政権のメディア規制とマスメディア、市民の動向」として
Webに掲載してあるので、参照されたい（注１）。 
 これらのデータから、まず、１）メディアそれ自体の報道の実態を明らかにし、ついで、２）政府・
与党のメディアへの圧力の実態ならびにそれに対するメディア側の反応を調べ、わが国のメディアの
現状を明らかにし、最後に、メディアの課題について考察したい。 
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2  メディアの報道の実態 
まず、安倍政権が実際に行った施策の概要をまとめておく。基本的に政権の法案提出目的、思惑、法案の
内容とその問題点、審議経過などは、メディアを通してのみ国民が知ることができるのであるから、まず、
各メディアがどのように「事実」を国民に届けているのか、その実態を各メディアの報道内容の具体的な検
討を通して明らかにすることにする。その後で、政権の動向とメディア側の反応などについてまとめ、メデ
ィアがほんとうにメディアとしての機能を果たすにはどうすべきかを考えてみたい。 
 
２．１ メディアは「事実」をどう報道したか 
 2013年1月から2017年6月までの4年半の間の主な出来事は、次の通り。 
2013年 12月 「特定秘密保護法（元は国家機密法）」強行採決 
2015年 4月 「武器輸出三原則」の廃止、「防衛装備移転三原則」の制定 
 7月 「集団的自衛権」を認める閣議決定  
 8月 朝日新聞「慰安婦報道記事、福島原発『吉田調書』記事」を取り消す。朝日バッシングが始まる 
 10月 TPP(環太平洋連携協議)で大筋合意  
 12月 日本政府と韓国政府との間で慰安婦問題について日本が韓国に「10億円の拠出する」ことで決着 
2015年 9月 「平和安全関連法(戦争法)」の強行採決 
2016年 2月 「放送法」（注２）を盾に取り、メディアに対して「電波停止」の可能性を示唆 
2017年 5月 安倍首相「自衛隊を憲法に明記する改憲を行い2020年に新憲法の施行を目指す」と発表 
2017年 6月 「組織犯罪防止法（テロ等準備罪、共謀罪）」法案が参議院での法務委員会での採決を省略する 
「中間報告」を行い、未明に参院本会議で強行採決 
 このように安倍政権は、特定秘密保護法、自民党の歴代内閣は否定していた集団的自衛権の容認、それに
基づく安保法制（いわゆる戦争法）、組織犯罪防止法（いわゆる共謀罪法）という、憲法に保障されている
「内心の自由」「表現の自由」「知る権利」といった基本的人権をも制限することが可能な法案を制定してき
たのである。しかも、ほぼ 1 年ごとにまさに「国論を二分する」もしくは「国民の過半数が望んでいない」
施策を提起してきたのである。こうした政府の動きや法案の内容・問題点、審議の様子などの報道について、
紙数の関係で、２つの代表的な事例に絞って検討することにする。 
 
2.1.１． 衆議院憲法審査会での 3人の参考人の発言(2015年 6月 4日) 
 衆院の憲法審査会で、長谷部恭男早稲田大教授（自民・公明・次世代の党推薦）、小林節慶応大名
誉教授（民主党推薦）、笹田栄司早稲田大教授（維新の党推薦）の 3人の参考人（いずれも憲法学者）
が、それぞれの理由を挙げ「安保法制は憲法違反」と断言したのである。これによって、政権が提出
している安保法制法案が「憲法違反」であることが国民にとって明確になったのである。この事実を
各紙は、どのように報道したのであろうか。まず、以下に、翌日の 6月 5日の新聞各紙の報道を縮小
写真で紹介する。写真の枠の中の部分が標記に関連した記事である。 
 これらから、朝日新聞、毎日新聞、東京新聞の 3紙が共に 1面で、さらに、それぞれ 3、4、5面等 
で報道しているのに対し、読売新聞（4面）、産経新聞（2面）、日経新聞（4面）は、1 面ではなく、
しかも、東京新聞などと比べてかなり少ないスペースで記事を載せている。このうち、「報道」という
視点から見ると、読売の記事はいささか解せないものがある。記事には、次のように書かれてあった。 
  「4 日、立憲主義などをテーマに、各党が推薦した 3 人の憲法学者を招いて参考人質疑を行った。自民、公明両党  
などが推薦した長谷部恭男・早大教授は、集団的自衛権の限定的行使を可能にする安全保障関連法案について、『憲
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法違反。従来の政府見解の基本的論理で説明がつかないし、法的安定性を大きく揺るがす』と指摘した。・・・」 
 
 
 
 
 
 
  
 
 朝日新聞(1面） 朝日新聞（4面） 朝日新聞（18面、社説） 毎日新聞（１面） 毎日新聞（5面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 東京新聞（1面） 東京新聞（3面） 読売新聞（4面） 産経新聞（2面） 日経新聞(4面） 
 
読売新聞を除く各紙が、スペースの違いがあるが、3 人の憲法学者がいかなる理由で「違憲」と考
えたのかそれぞれの理由を紹介しているのに対し、読売新聞は長谷部参考人一人の見解だけを載せて
いるのである。自社の主張とは異なる「見解」であっても、事実を正確に報道すべきであったろう。
安保法制案が国会で論議されていた当時、国民がほんとうに知りたかったことは「安保法制は憲法違
反なのか、そうでないのか」ということであったのだから。 
 
２.１.2. 安倍首相改憲発言（2017年 5月 3日） 
 読売新聞は、5月 3日付けの 1 面で「首相インタビュー 憲法改正 20 年施行目標」「9 条に自衛隊
明記 教育無償化前向き」という見出しで、安倍首相へのインタビューの概要を説明し、4 面では、
見出しは「自衛隊の合憲化 使命」「『違憲かもしれないが命張れ』では無責任」として、インタビ
ュー全文を載せている。この他に、2、3、22、23、24、30 面に憲法施行 70 年関連記事を掲載してい
る。 
 これを受けて、翌日 5月 4日の各紙は、次の様に報道していた。 
【朝日新聞】１面で「首相『９条に自衛隊明記』「改憲・2020 年施行に意欲」という見出しで、首相の改憲理由を紹介
し、解説では、「いわば、内輪の場での決意表明だが、憲法改正は広く国民にその必要性を説き、賛同を得なければ、
実現は難しい」と結んでいる「改憲 踏み込む首相」（2 面）。「9 条の理想を使いこなす」（8 面、社説）。この他、
3、9、27 面で「憲法を考える」記事を載せている。 
【毎日新聞】1 面の主見出しは、「首相『9 条に自衛隊明記』」で、「首相主導で良いのか」（1 面、論説）と平田崇浩
編集委員の論説を載せ、「首相は『国民的な議論と理解』を呼びかけた。そのためには、首相が議論を主導するより、
国会に委ねる方がいい。」と提案している。「行政の長 行き過ぎ（水島朝穂早大教授）」、「向き合う時がきた（百
地章（国士舘大特任教授）」、「国会での表明 先だ（服部孝章立教大名誉教授）」（2 面）。この他、3、5、21、
22、23 面に関連記事を載せている。           
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【東京新聞】1 面では、「決めるのは国民」「『憲法 いまこそ輝け』施行 70 年集会」と 3 日に行われた憲法を守る
集会の様子をカラー写真で紹介している。その下の段に、「首相 改憲 2020 年施行を目指す」との見出しで、改憲
を訴える会合での決意表明を載せている。2 面では 9 条の「日本国民は、正義と秩序を基調とする『国際平和を誠実 
に希求し』」のカギ括弧の部分は、GHQ の草案にも、政府が帝国議会に提出した憲法改正案にもなく、衆院の憲法 
改正小委員会の議論の中で当時の日本社会党の議員の提案で 9 条の冒頭に挿入されたということが説明されてい
る。「大島大誓言が教えるもの」（5 面、社説）。この他、3、20、21、22、23 面で憲法関連時期を掲載している。 
【読売新聞】1 面では「首相改憲案 公明が理解」「自衛隊明記 維新歓迎、民進反発」と各政党の反応を紹介してい
る。この他、3、4、19 面に関連記事を載せている。 
【産経新聞】 1 面で、「2020 年 新憲法を施行」「首相、9 条に自衛隊明記 明言」との見出しで、首相のメッセージ
の概要を紹介している。2 面では、「自民、改憲へ『結果をだす』」として、櫻井よしこ氏などが主唱する改憲団体
の集会に参加した自民党議員らの改憲への決意を紹介している。「最大の政治課題に邁進を」（2 面、主張）。「首
相のビデオメッセージの要旨」（5 面）。 
【日経新聞】1 面で「首相『改憲、20 年に施行』」「9 条に自衛隊明記」という見出しとともに、首相が改憲グループ 
の集会に寄せたビデオメッセージの写真を載せている。「悲願達成へ持論全面」「9 条、党草案こだわらず」（2 面）。 
「国民の大半が自衛隊の存在を認めているのは、国内での災害救援や海外での国連平和維持活動（PKO）への評価に
重点があり、あえて憲法に書き込むほどでもないという考えの人もいよう。」と考えられるから、「自衛隊明記の議
論を真剣に」（２面、社説）と説いている。 
 
2.１．３．  まとめ                                                   
 筆者は、ここ数年、憲法記念日など様々なトピックごとに「五大紙」の報道内容の比較を行ってい
るが、2.1.1.に紹介した「三人の憲法学者の違憲発言」についての各紙の報道のあり方に、その社の基
本的な報道姿勢を見てとれるのである。読売新聞と産経新聞は、基本的に政府与党と足並みを揃えて
いるし、政府提出の法案の必要性を強調しているのである。特に、産経は共謀罪の採決経過について、
「こんな国会で改憲発議ができるのか」「民進党など 4野党は何のために抵抗したのか（産経新聞、
6月 16日）。」と法案に反対した野党を罵倒するような態度が見られた。これらの２つの新聞は、「ジ
ャーナリズムの基本は『権力の監視』にある」という言葉は全くと言っていいほど当てはまらなくな
っているといえよう。そして、次に見る公共放送としての NHK もまた、権力に対する「忖度」という
か「従順」な報道を展開しているのである。 
 
2.２.  公共放送NHKと民放の報道の比較 
 “放送を語る会”（注３）は、NHKや民放のテレビニュ－ス番組をモニターし、その報道内容の比較検討を行
っている。ここでは、この放送を語る会のモニター結果に依拠して、NHK と民放の報道傾向について考え
る。同会は、2010 年から国政選挙、原発事故、ＴＰＰ問題などについてのテレビ報道のモニター活動
を行っているが、安保法制(2015）と共謀罪（2017）に関するモニター結果を紹介することにする。 
 
２．２．１. NHKが報道しなかった「事実」 
 ＜NHKと民放の報道の比較＞ 
 表 1には、2015年 5月 1 日～9月 27日における各テレビ局の「安保法制の審議関連報道」につい
ての“放送を語る会”(2016）によるモニター結果のうち、「報道ステーション」、「NEWS23」、NHK
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「ニュースウオッチ 9」の報道内容を示す。また、表 2には、「共謀罪法案」報道に関しての 2017年
3月 1日～6月 16日までのモニター結果（同上、2017)のうち、「報道ステーション」と NHK「ニュ
ースウオッチ 9」の報道内容の比較を示す。表中の「○」は報道された事項、「×」は報道されなかっ
た事項を示す。 
表１ 安保法制法案国会審議でNHK「ニュースウオッチ９」が報道しなかった事項(2015) 
      
                                      報道  NEWS  ニュース 
  放送日           放送の内容                                             ステ  ー       ウオッチ 
                                                         ション  23     ９    
5月20日 【党首討論】ポツダム宣言について、「詳らかに読んでいない」との安倍総理の答弁。 ○ ×*1 × 
5月28日 【衆院特別委】安倍総理「早く質問しろよ」などのヤジ。 ○ ○ ○*2  
6月  1日 【衆院特別委】日本に対して攻撃の意思のない国に対しても攻撃する可能性を排除しな 
 いとする中谷防衛大臣の答弁。 ○ ○ × 
6月  1日 【衆院特別委】「IS」に対し有志連合などが行動する場合、後方支援は法律的に可能と 
 の中谷防衛大臣の答弁。 ○ ○ × 
6月 中旬 憲法学者へのアンケートのほか、「違憲」とする憲法学者が多数であることの報道。 ○＊3 ○*4 ×＊５ 
7月  1日 自民党「若手の勉強会」での発言について「威圧」「圧力」という表現を使う。 ○ ○ × 
7月15日 【衆院特別委】採決に「強行」という表現を使う。 ○ ○ × 
7月29日 【参院特別委】戦闘中の米軍ヘリへの給油を図解した海上自衛隊の内部文書について 
 共産党小池副委員長が追及。 ○ ○ × 
8月  5日 【参院特別委】「後方支援で核ミサイルも法文上運搬可能」という中谷大臣の答弁。 ○ ○ × 
8月19日 【参院特別委】安保法案成立を前提とした防衛省文書で中谷大臣の矛盾する答弁を共 
 産党小池副委員長が追及。 ○ ○ × 
8月下旬 ノルウェーの平和学者、ヨハン・ガルトゥング博士が来日。安倍首相の「積極的平和 
 主義」は本来の意味とは違うと批判。 ○ ○ × 
9月  2日 【参院特別委】自衛隊統合幕僚長が訪米した際の会議録について共産党仁比議員が追及。 ○ ○ × 
9月17日 【参院特別委】採決で「強行採決」という表現を使う。 ○ ○ ×   
＊1:但し「間違った戦争との認識を示さず」を報道。＊2：5/20の NHKの報道なく「×」になっていたが、翌日報道とあるので、○に
変更した。＊３：6/15に放送。＊４：6/8～10に放送。＊５：アンケートは実施したが、ニュ－スウオッチ９では報道していな
い。 
 
表２ 共謀罪法案国会審議でNHK「ニュースウオッチ９」が報道しなかった事項(2017) 
 
                                            報道  ニュース 
  放送日           放 送 の 内 容                                               ステ  ー  ウオッチ 
                                                                ション   ９   
4月 17日 【衆院法務委員会】277の対象犯罪に関する質疑。民進党山尾議員の質問「保安林で 
 キノコを採ることもテロの資金源なのか」に対して、金田法相の「犯罪集団の維持 ○ × 
 に必要な資金を得るための計画が想定される」という答弁。                     
4月 19日 【衆院法務委員会】 民進党山尾議員の質問に金田法相が答えられず、刑事局長が答 
 弁。民進党逢坂誠二議員の「捜査が一般人に及ばなかったら犯罪集団かどうかは分 ○ × 
 からないのではないか」という質問に対して、金田法相の「犯罪集団が関与してい 
 ることについての嫌疑が必要」というズレた答弁。                         
4月 21日 【衆院法務委員会】 金田法相が「一般人は捜査の対象にならない」と繰り返し答弁 
 したのに対し、盛山法務副大臣が「対象にならないとは言えない」と相反する発言。 ○ × 
 「組織的犯罪集団に該当するかどうかは捜査当局が判断する」という金田法相の答弁。         
4月 25日 【衆院参考人質疑】参考人、小林よしのり、高山佳奈子、小澤俊朗、井田良、早川忠 
 孝氏らの陳述内容。 ○ ×  
4月 28日 【衆院法務委員会】共産党藤野議員の質問「花見をしているのか犯罪の下見をしてい 
 るのかどう見分けるのか」という質問に対し、「花見なら弁当やビールを持ち、下 ○ × 
 見であれば双眼鏡や地図を持っているという外形的事情がありえる」などという金 
 田法相の答弁。                                         
5月 9日 【衆院法務委員会】民進党蓮舫代表の「ラインやメールなどで合意したとどうやって確 
 定するのか」という質問に対して、金田法相は「嫌疑がある場合には捜査を行う」とし ○ × 
 たが、直後に「そういうデジタル情報については監視しない」と答弁。議場は、「答弁 
 になっていない」、と騒然となった。                               
5月 16日 【衆院法務委員会】パレルモ条約について公明党推薦の椎橋隆幸中央大名誉教授と民進 
 党推薦海渡雄一弁護士が意見を述べた。この専門家の意見聴取の内容。 ○ ×  
6月 1日 【参院法務委員会】民進党小川議員の質問に対する林刑事局長の答弁「組織的犯罪集団 
 の構成員でなくても計画主体になりうる」。金田法相の答弁「構成員でなくても計画に ○ × 
 関与した周辺者についてはテロ等準備罪で処罰はあり得る」など。                  
＊本表は、「放送を語る会（2017）の p.21 の表及び本文中の説明を元に筆者がまとめた。 
 以上の 2 つの表から、NHK が様々な出来事を「報道していない」ということがわかる。このことに
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関して、“放送を語る会”(2016)は、次のようにコメンﾄしている。 
 「ひと言で言えば、政権側の主張や見解をできるだけ効果的に伝え、政権への批判を招くような事実や批判の言論、市民の反
対運動などは極力報じない、という際立った姿勢である。法案の解説にあたっても、問題点や欠陥には踏み込まず、あくまで
その内容を伝えることに終始している。また、法案に関する調査報道は皆無に近い(Pp.13-14) 。」 
 その上、「報道ステーション」と比べて報道しない出来事が多かったことについては次のよう
に問題視している。 
 「このような重要な項目が放送されなかった、という事実は重いものがある。NHKニュースだけを見ている視聴者には“なかった
こと”になるからである(p.15)。」 
 しかも、表２からわかるように、NHK が報道しなかった事項は、「主な内容」に示してあるよ
うに、共謀罪法案の本質や問題点を理解する上で欠かせない審議内容であった。 
  さらに、同会(2017)は、このことについても次のように指摘している。 
 「これらの審議内容は、いずれも法案のあいまいさや危険性を浮き彫りにするものであった。これだけの情報の脱落
は大きな問題と言わなければならない。加えて、国連人権理事会のプライバシーに関する特別報告者、ジョセフ・ケ
ナタッチ氏の安倍首相宛書簡(注４）についての報道は、『ニュースウオッチ９』には見当たらない。ケナタッチ特別報
告者の意見は、市民が共謀罪を考えるうえで重要な提起であり、テレビメディアがこぞって紹介しているのに、『ニ
ュースウオッチ９』での無視は問題であった（p.7)。」 
 
２．２．3.  まとめ 
 テレビ報道について、NHK と２つの民放の報道を比較検討してきたが、明らかになったことは、
NHK の「報道しない」出来事が際立っているということである。「報道しない」という報道は、実は、
「事実の隠蔽」にもならざるをえないという「事実」ではないだろうか。そして、2.1.2.での新聞報道
と本節でのテレビ報道の結果から、「知る権利」を行使する主権者としての私たちの立場から、本来
「権力の監視」を第一とすべきメディアの報道の問題点をまとめると、次のようになろう。       
 １． 政権の言動を叱咤激励するメディア。 
 ２． 政権と歩調を合わせて報道するメディア。 
 ３． 「事実」を「自社の政治的信念」にもとづいてのみ解釈して報道するメディア。 
 ４． 「事実」の一部のみを報道するメディア。 
 ５． 「事実」を報道しないメディア。 
 
３.  報道における誤報問題 
  報道は、一人ひとりの記者が自らの目で見た出来事を自分の知的蓄積に依拠して表現することが大
前提になっていることから、記憶違いや書き間違いなどの誤解や誤報が生じることは、いたし方のな
い面もあり、一般的には、誤報・誤記は「訂正とお詫び」で済まされている。しかし、次に見る「朝
日新聞の誤報の訂正と謝罪」は、「朝日バッシング」問題として、後世に残るメディアによるメディ
ア攻撃という事態を招いているのである。 
  
３.1.  朝日新聞の誤報の訂正と謝罪そして「朝日バッシング」 
 朝日新聞は 2014年 8月に、「従軍慰安婦報道」に関する記事の取り消しを発表した。その後、9月
2 日に同紙にコラムを執筆していた池上氏のコラムの掲載拒否したことから、池上氏のコラムの執筆
中止の申し入れにまでに発展した問題、そして、後述する「福島原発吉田調書」に関する 5月 20日の記
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事の取り消しも合わせて、9月 11日に木村伊量社長が謝罪会見を行った。この朝日新聞の記事の訂正を起
点として、「朝日バッシング」が展開されることになる。 
 
3.1.1.  従軍慰安婦報道 
  まず、朝日新聞は、2014年8月5日に「慰安婦問題をどう伝えたか 読者の疑問に答えます」という特集
を組み、慰安婦問題の解説を含め、次の5つの事柄に関する事実の有無について検証した。 
1) 強制連行：「軍による強制連行」ということを裏付ける資料は確認されてはいない。しかし、「自由を奪われた強制性はあっ
た」とした。これは1993年8月4日の「河野談話」（当時の自民党河野洋平官房長官の談話）でも確認されていることであ
った。「河野談話」（注5）には、次のように記されている。 
   「慰安所は、当時の軍当局の要請により設営されたものであり、慰安所の設置、管理及び慰安婦の移送については、旧日本軍が直接あるい   
は間接にこれに関与した。慰安婦の募集については、軍の要請を受けた業者が主としてこれに当たったが、その場合も、甘言、強圧による     
等、本人たちの意思に反して集められた事例が数多くあり、更に、官憲等が直接これに加担したこともあったことが明らかになった。また、      
慰安所における生活は、強制的な状況の下での痛ましいものであった。」     
2)「吉田清治氏の済州島で連行証言」：「裏付け得られず虚偽と判断」し記事を取り消した。 
3)「軍関与示す資料」：河野談話作成過程の検証報告書によると、1992年 1月には軍関与を示す文書の存在が政府に報告されて
いたことから「本紙報道前に政府も存在把握」としている。 
4)「挺身隊」との混同」：当時（1990 年代）韓国でも「挺身隊（女子勤労挺身隊）と「慰安婦」がいろんな理由で混同されてい
たし、専門家の研究も進んでいなかったことから「当時は研究が乏しく同一視」して、誤用したことを認めている。 
5)「元慰安婦 初の証言」：「記事に事実のねじ曲げない」ことを確認。 
 
 こうした朝日新聞の検証にもかかわらず、あるいは、このことが引き金となって「朝日バッシング」が 
展開されることになる。以下に例示するように、読売新聞([検証 朝日 『慰安婦』報道」（読売新聞8月28日から4
回連載）と産経新聞紙上ならびにそれぞれの系列の月刊雑誌(「朝日新聞炎上」（正論 10月号）、「朝日新聞の落日」
（新潮45 10月号）、「国益とメディア」（中央公論2014年11月号）や週刊誌上で展開されたのであった。例えば、
雑誌「WiLL（2014）」は、表紙 1面に「朝日新聞の『従軍慰安婦』は史上最悪の大誤報だった！」と大書き
し、百田直樹、櫻井よしこ、西岡力、阿比留瑠比といった右翼論客と称されている著名人を登場させ、「朝
日新聞終わりの始まり（渡部昇一）」、「国賊朝日新聞は廃刊すべきだ（櫻井、西岡、阿比留の3氏の座談
会）」などと、おどろおどろしい文言で朝日新聞を攻撃しているのである。  
 このように朝日新聞は、同業のメディアから批判の嵐を受けることになるのである。そして、朝日新聞の
慰安婦関係の記事を書いた植村隆氏にも、勤務先の大学にいやがらせや脅迫状などが送られる事態となった。
このことについては、植村(2016）の「真実 私は『捏造記者』ではない」に詳しく書かれている。 
こうした慰安婦報道を調べて見て、筆者が不審に思うことは、朝日バッシングの代表格の産経新聞と読売
新聞がともに 1990 年代の慰安婦報道では、朝日新聞と同様の表現を使用しているということである。例え
ば、朝日新聞の調べによると、産経新聞は1993年9月1日には、「（吉田清治氏は）韓国・済州島で約千人以上の
女性を従軍慰安婦に連行したことを明らかにした『証言者』だ」だと紹介、（ ）は筆者。「（証言の）信ぴょう性に疑問を唱
える声があがり始めた」としつつも、「被害証言がなくとも、それで強制連行がなかったともいえない。吉田さんが、証言者
として重要なかぎを握っていることは確かだ」と報じていたのである(朝日新聞2014年8月5日)。  
 読売新聞も 1992年 8月 15日夕刊で、「慰安婦問題がテーマ」「『戦争犠牲者』考える集会」大阪、という
見出しで、集会の模様を報道している。以下に記事の一部を引用しておく。 
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 「『加害を心に刻む』と題した第一部では、従軍慰安婦の実態を記録したスライドが上映された後、山口県労務報国会下関支部の
動員部長だった吉田清治さん(78）ら五人が当時の状況を証言した。吉田さんは『病院の洗濯や炊事など雑役婦の仕事で、いい給
料になる』と言って、百人の朝鮮人女性を海南島に連行したことなどを話した。」                      
 これと関連して、北海道新聞が「吉田証言」に関する記事の取り消しを行っていることを、朝日新聞（2014
年11月18日）は次のように報道している。 
 「北海道新聞、読者におわび」「「慰安婦『吉田証言』記事取り消し」と言う見出しで、「北海道新聞が、朝鮮人女性を強制連行し
たと証言した吉田清治氏（故人）に関する記事を取り消した。17日付け朝刊で2ページにわたる特集記事を掲載し、生前の吉田
氏に再取材しておけば早い段階での事実確認可能だったかもしれないとしたうえで、『裏付けの乏しい記事をそのままにしてきた
こと』を読者におわびするとしている。」 
 読売新聞は、朝日新聞に紹介された 1992年 8月 15日夕刊の記事について、次のように述べている。(読
売新聞、2014年8月28日） 
 「読売新聞は 1992年 8月 15日夕刊社会面で、『慰安婦問題がテーマ ［戦争犠牲者］考える集会』との
見出しの記事を掲載し、吉田清治氏が朝鮮人女性を連行したと証言する様子を紹介した。」として、その後の
報道について、2013 年までの吉田氏に関する同社の報道の概要を説明している。その冒頭を紹介しておく。 
 「これ以降は吉田氏の発言を取り上げておらず、『吉田証言』を根拠に、強制連行があったかのような記事も掲載していない。し
かも、読売はその後、『吉田証言』が虚偽の疑いがあることを繰り返し報道し、社説でも指摘してきた・・・。」 
 そして、この連載の第4回（2014年8月31日）では次のようにも述べている。 
 「朝日は吉田証言を、82年9月2日朝刊社会面(大阪本社版)以降、少なくとも16回にわたり繰り返し報道した。今年8月5日
の特集記事「慰安婦問題を考える」で、吉田証言を32年後になってようやく虚偽と認め、取り消した。」 
 さらに、読売新聞は1992年以降「吉田証言」の信ぴょう性に疑いを持ち、「『吉田証言』を『「詐欺師とさえ
評されるある日本人が創作した“慰安婦狩り物語”』だと指摘（同上、8月28日）。」と書いている。確かに読売新聞の指
摘する通りであろう。だが、「過ちては改むるに憚ること勿れ」という立場で考えると、朝日新聞はよほどの
決断を要したことであろうことは推測できるのだが、その他のメディアはどうなのだろうか。例えば、読売
新聞の1992年8月15日の夕刊を見た読者がこの記事を信じて何らかの考えや行動に出ることはなかったの
だろうか。このように見てくると、1990年代の「慰安婦報道」では、メディアは横並びにほぼ同一内容を報
道していたと考えられるのである。したがって、朝日新聞にのみに焦点が当てられた「慰安婦報道に関する
バッシング」は、何らかの理由があるのではないだろうか。 
 このことについての解明は、今後の研究にまたなければならないが、現時点では、いくつかの歴史上の事
実を想起することができる。 
 一つは、1997年2月27日に、「自虐的な歴史観を正し、子供たちが日本に生まれたことに誇りを持てる教
育に変える」ことを主な目的とする「日本の前途と歴史教育を考える若手議員の会」が結成されたことであ
る。会の代表は故中川昭一衆議院議員、事務局長は安倍晋三衆議院議員であった。 
 二つは、2000年12月8日から3日間、VAWW-NET（Violence Against Women in War Network Japan）が、
「民衆法廷」として戦時中の「日本軍性奴隷制」問題を扱った女性国際戦犯法廷を開催した。このことをNHK
教育テレビは、2001年1月30日に（ETV2001「戦争をどう裁くか(2)戦時性暴力」）で放送したが、この番
組の内容について、VAWW-NET ジャパンおよび NHK との間で事前に同意していた企画内容と違っている
として、裁判が起こされた。 
 このことついて、朝日新聞は2005年1月12日に、「NHK『慰安婦』番組改変」「中川昭・安倍氏『内容偏り』」
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「前日、幹部呼び指摘」「2氏『公正 求めただけ』」などという見出しで、当時の中川昭一経済産業相と安倍
晋三内閣官房副長官からこの番組の編集について、NHK 上層部に圧力があったとする報道を行ったことで
ある。この記事について、NHKや関係者から様々な批判が寄せられ、2005年9月30日、朝日新聞がNHK
番組改変疑惑の信憑性の検証を委託した第三者機関「『NHK報道』委員会」が「（記者が疑惑を）真実と信じ
た相当の理由はあるにせよ、取材が十分であったとは言えない」という見解を出したことを受けて、朝日新
聞は社長の記者会見を開き、取材の不十分さを認めた。一方で記事の訂正や謝罪などはなかった。 
 三つは、2007年3月16日に、「（慰安婦問題について、河野談話までに政府が発見した資料の中には）、軍や官憲による
いわゆる強制連行を直接示すような記述も見当たらなかった」との答弁書(注６）（社民党の辻元清美衆議院議員の質問主
意書に答えたもの）が閣議決定されたことである。このときの内閣は第一次安倍晋三内閣であった。 
 四つは、2011年11月の日本記者クラブ主催の党首討論会で、自民党の安倍総裁は、「朝日新聞の誤報による吉
田清治という詐欺師のような男がつくった本がまるで事実かのように日本中に伝わって問題が大きくなった」と発言してい
ることである（朝日新聞2014年8月5日）。 
このようにいくつかの歴史的な点を結ぶと、安倍首相の「慰安婦問題」への執着と、かつては慰安婦につ
いて朝日新聞と同様な記事を書いていた読売新聞及び産経新聞の朝日バッシングとの間に何らかの関連が
見えてくるような気がするのである。 
 
4.1.2  福島原発「吉田調書」のスクープ 
朝日新聞は、2014年5月20日の朝刊で、福島原発についての吉田調書（2011年に発生した東日本大震災
による福島第一原子力発電所事故の対策にあたった、吉田昌郎・福島第一原子力発電所所長（当時）に対す
る「東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会」（政府事故調）の聴取の記録（政府はこの
時点では公表していなかった）を入手し、その内容をスクープした。見出しは「所長命令に違反 原発撤退」
「政府事故調の『吉田調書』入手」などで、リードには次のように表現されていた。 
 「東日本大震災4日後の11年3月15日朝、第一原発にいた所員の9割にあたる約650人が吉田氏の待機命令に違反し、10キロ
南の福島第二原発へ撤退していた。その後、放射線量は急上昇しており、事故対応が不十分になった可能性がある。東電はこの
命令違反による現場離脱を3年以上伏せてきた。」 
 しかし、朝日新聞はこのスクープ記事についても取り消して謝罪するという事態となった。9月12日の同 
紙の朝刊でその理由を、「吉田所長の発言を聞いていなかった所員らがいるなか、『所長命令に違反 原発撤退』という記述 
と見出しは、多くの所員らが所長の命令を知りながら第一原発から逃げ出したような印象を与える間違った表現のため、記事を 
削除した。」、としている。そして、11月12日に朝日新聞が設置する第三者委員会「報道と人権委員会（PCR）」 
が提出した見解においても、「『所長命令に違反』したと評価できるような事実は存在しない。裏付け取材もなされていな 
い。」ことなどから、朝日新聞が当該記事を削除した措置は、「妥当であったと判断する。」と判断していた（朝日 
新聞、11月13日）。」 
 
4.1.3.  まとめ 
 筆者も吉田調書の該当する記録に目を通したが、言葉の意味は、それを見る・読む人自身の知識と力量の
範囲内でさまざまに理解されうるという立場からは、必ずしも、誤りではないとも読み取れるのである。日
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本で初めてのまさに未曾有の経験としての原発事故に際して、しかも原子炉がいつメルトダウンするか、果
てはいつ爆発するかもわからない極限状況においての行動や判断であったことから、「避難・待避・撤退」と
もとれる多様な動きがあったと考えられるからである。 
 この意味で筆者は、2014年9月26日の中山武敏氏ら弁護士九人（賛同弁護士191名）が行った朝日新聞社
への申し入れに大いに賛同できるものである。申し入れの内容は次のようである。 
 「申入書では、『命令違反で撤退したかは解釈・評価の問題』『外形的事実おいて大筋で一致している』のと主張。木村伊量社長が
関係者の厳正な処分を表明したことについて『不当な処分がなされれば、知る権利や事実の公開のために努力している記者を萎
縮させ、民主主義を危機にさらす』とし、事実に基づいた検証が行われることを求めた（朝日新聞2014年9月27日）。」 
                                                          
  なお、花田(2015)は、この記事の取り消しについて単なる誤報問題ではなく、「事件である」との 
 
 視点から問題を指摘している。一考に値する指摘である。 
 
 「朝日新聞『吉田調書』記事取り消し事件」と名付けられ記録されるべきこの出来事の本質とは何であろうか。それは、戦後最大
級の経営による編集への介入であり、その介入に論拠をあたえる日本新聞協会「編集権声明」の問題であり、したがって「内部メ
ディアの自由」、すなわち「ジャーナリストの自由と自律」が侵害されたという事件なのである(p.o22)。」   
  
5.  政権の報道への介入とメディアの対応 
 2.2.で述べてあるように、2013 年の特定秘密保護法から毎年、国論を二分する出来事が提起されて
きた。それと同時に、政府のメディアへの介入は、一段と執拗に展開されるようになり、2016 年には
政府による「電波停止」の可能性が明言される事態となった。以下、各年ごとに政府と与党の言動と
メディアの対応を見ていくことにする。 
 
5.1. 2013年の安倍政権とメディア  
 この年の12月6日に「特定秘密保護法」が成立した。この秘密保護法は、政府が「秘密」と認定した情報
を公務員などが漏洩すると実刑の罰則（最大10年の懲役、もしくは1000万円以下の罰金」）を課すことが 
できるということから、国民の知る権利、取材の権利が侵されるものであり、取材者側にも同様の刑罰が科
せられる可能性があるのである。これ以降のメディアの取材が「萎縮」していくことは想像に難くない。 
 「特定秘密保護法」については、民放連(民間放送連盟：全国のほとんどのラジオ、テレビ放送局が加入）
や日本新聞協会（いわゆる五大新聞をはじめ全国の104の新聞社、４つの通信社、22のラジオ・テレビ会社
が加入）という日本の代表的メディアや人権擁護の立場の日弁連(日本弁護士連合会）といった組織が、こぞ
って懸念や反対の意思を表明していた。 
 この間、政府・与党のメディアへの働きかけでは、TBS テレビが 6月 26日に「電気事業法改正案などが
廃案になった責任がすべて与党側にあると誤解させる内容」を報道したので、「自民党の幹部の同局への出
演を拒否する（毎日新聞、7月5日）」ということがあった。 
 
5.2. 2014年の安倍政権とメディア    
 2014年に政府が行った施策は、「武器輸出三原則」を廃止し、「防衛装備移転三原則」を定め、消費税を8％
に引き上げ、憲法改正の手続きである改正国民投票法(投票権者の年齢を18歳まで引き下げる、など）を成
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立させたことである。そして、最も注目されるのは、歴代の内閣が否定してきた「集団的自衛権」を容認す
る閣議決定（7月1日）を行ったことである。 
 2016年の政府とメディアの関係の特徴は、奇しくもこの年の1月25日のＮＨＫ会長に就任した籾井勝人
氏の就任会見での「(国際放送は）政府が右というのを左とはいえない（朝日新聞、1月 26日）。」という発
言に現れている。そして、特定秘密保護法の成立によって、「国境なき記者団」(注７）による日本の「報道の
自由度」の国際ランキングは、53位から59位に低下することになる。この年の最大の出来事は、すでに見
たように、メディアそれ自身の問題が噴出したことでもある。そして、この年の12月には、衆議院選挙が予
定されていたが、自民党の次の２つの行動は明らかに露骨な「メディアへの介入」といえよう。 
 一つは、在京の各テレビキー局宛に、萩生田光一自民党筆頭副幹事長と藤井照報道局長の連名で出された
「選挙時における報道の公平中立ならびに公正の確保についてのお願い」である。そのお願いの内容は、ま
とめると次のようであった。 
 「◇出演者の発言回数や時間は公平に◇出演者の選定についても公正中立・公正に◇特定政党の出演者への意見の集中などが
ないように◇街角インタビュー、資料映像などで一方的な意見に偏る、あるいは特定の政治的立場が強調されることのないよ
う、・・・以上、ご無礼の段、ご容赦賜り何とぞよろしくお願い申し上げます。・・・（週刊金曜日編、2016 資料６）。」 
 二つは、「報道ステーション」担当プロデューサー宛のもので、「貴社の11月24日付『報道ステーション』
放送に次のとおり要請いたします」というもので、福井照自民党報道局長からの要請である。この要請の内
容の主な点は次の通り。 
 「放送法 4 条 4 号の規定に照らし、特殊な事例をいたずらに強調した 24 日付の同番組の編集及びスタジオの解説は十分な   
意を尽くしているとは言えません。・・・特段の配慮をお願い申し上げます（同上、資料７）。」 
 これは、政府の与党とはいえ、一政党でしかない自民党がメディアに対して「公平・公正に報道す
るように」と申し入れたということであり、「一政党の意に沿うような報道」を要請したことと同様の
意味を持たざるをえないし、まさに政権与党の「圧力」と解さざるをえない出来事であるが、メディ
アが政党のこうした行為に対しての抗議は、翌年に発覚した NHKの「やらせ」問題や、報道ステーシ
ョンでの「古賀発言」などで自民党の情報通信戦略部会長が、NHKとテレビ朝日の関係者を呼んで「事
情聴取」をしたことに対する民放連の井上会長の発言「個々の番組について政党が放送事業者を呼ぶ
のは行き過ぎだ。政治の介入は避けなければならない(毎日新聞、2015年 6月 13日）。」を待たなけれ
ばならなかった。 
 
5.3. 2015年の安倍政権とメディア 
 2014年の衆院選で自民党は単独過半数を獲得したことから、第三次安倍内閣は「安倍一強」とも形容され、
2015年は、日本の進路を根本的に変更する安保法制の制定に邁進し、まさに国論を二分する状況を作り出し
ていた。ほとんどの憲法学者が「集団的自衛権の行使は憲法違反」と断言しているにもかかわらず、政府は
数の力を背景に採決を強行する姿勢が目を引いた。そしてこうした政府の姿勢は、１）「放送法」を盾に高圧
的にメディアの報道内容に関与することができるという発言、２）その具体例としてのNHKへの行政指導や
当該メディア関係者への事情聴取の実施、３)これまで認めてきた平和運動（憲法九条を守るとか戦争反対
の集会など）に対する「後援」などを地方自治体が相次いで取り消すという事態の顕在化、などへと波及し
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て、「国論を二分する問題」「政治的である」ことをあたかもタブー視するような雰囲気が巷に醸し出されて
きているのである。 
 まず、3月27日には、報道ステーションでコメンテーターの古賀茂明氏が「官邸からバッシングを受けて
きたと」発言し、「I AM NOT ABE」というプラカードを掲げて安倍政権に抗議の意思を表明していた。こ
うした行為のメディア論的問題点はここでは触れないが、すでに 1月 23日の同じ番組の古賀氏の言動に対
して、古賀氏は「官房長官の秘書官二人からテレ朝報道局の幹部にメールで不快感の表明があったのです（メ
ディア総合研究所、2015 ｐ.4 ）。」と述懐している。 
 そして明らかな「メディアバッシング」は、6月25日の自民党の若手議員たちが開催した「文化芸術懇話
会」に参加した議員や講師の発言（メディアによって発言の言葉遣いに微妙な違いがあるが、大筋は次のよ
うである）に如実に示されている。 
 ◇大西英男衆院議員：「マスコミを懲らしめるには、広告料収入がなくなるのが一番」 
 ◇長尾敬衆院議員：「先生なら沖縄のゆがんだ世論を正しい方向に持っていくために、どのようなアクションを起こされ           
るのか」 
 ◇百田尚樹講師：「本当に沖縄の二つの新聞社は絶対つぶさなあかん。沖縄県人がどう目を覚ますか。あってはいけないこ          
とだが、沖縄のどっかの島でも中国にとられてしまえば目を覚ますはずだ」 
  このような発言に対して、沖縄の二紙（琉球新報と沖縄タイムス）は、編集局長の連名で共同抗議の声明
を出している（注８）。 
 「百田尚樹氏の『沖縄の２つの新聞はつぶさないといけない』という発言は、政権の意に沿わない報道は許さないという“言論弾
圧”の発想そのものであり、民主主義の根幹である表現の自由、報道の自由を否定する暴論にほかならない。・・・政府に批判的
な報道は、権力監視の役割を担うメディアにとって当然であり、批判的な報道ができる社会こそが健全だと考える。批判的だか
らつぶすべきだ－－という短絡的な発想は極めて危険であり、沖縄の２つの新聞に限らず、いずれ全国のマスコミに向けられる恐れ
のある危険きわまりないものだと思う・・・。」 
 この声明の中に問題の本質が示されているのでこれ以上語ることは不要であろう。 
 こうした中、メディアの動きの主なものは、１）自民党が NHK(やらせ問題）やテレビ朝日（官邸批判）
などでこれらの放送局の責任者を直接呼び出して事情聴取を行ったことへの批判、２）「言論の自由」を封殺
するような自民党関係者の発言への反論、などであった。 
 １）に関しては、放送倫理・番組向上機構（BPO）(注９）の放送倫理検証委員会（11月6日）(注10）と、放送
人権委員会（同11日）(注11）が、政府がNHKに対して行った厳重注意の「行政指導」や政党が個別の事業者
を呼んで事情聴取をしたことについて、「報道の自由の観点から、報道内容を萎縮させかねない」と強い危惧
を表明している。このことについて、政府・与党は「放送法は法的拘束力を持つから当然だ」と反論してい
るが、この政府・与党の態度についても、先の民放連の井上会長は、次のように懸念を表明している。 
 「一般論と断った上で、『番組内容に関わる行政指導は望ましくない。』『政党が個別の事業者を呼んで番組に関することを聞
くのもなるべくやめてほしい。』（読売新聞、2015年11月20日）。」 
 さらに、この年の出来事で注目されるのは、慰安婦問題について、2015年 12月 28日に日本が韓国に 10
億円を拠出することで政府間合意がなされたことである。これは、1993年の「河野談話」を踏襲したもので、
合意の主な点は次のとおり。なぜか、「合意文書」は作成されず、両国の外務大臣による記者発表のみであっ
た。以下は岸田外務大臣の共同記者発表の概要である。 
「① 慰安婦問題は、当時の軍の関与を下に、多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問題であり、かかる観点から、日本政府は 
責任を痛感している。安倍首相は、日本国の首相として改めて、慰安婦としてあまたの苦痛を経験され、心身にわたり癒やしが
たい傷を負われた全ての方々に対し、心からおわびと反省の気持ちを表明する。②・・・今般、日本政府の予算により、全ての元
慰安婦の方々の心の傷を癒やす措置を講ずる。③・・・今回の発表により、この問題が最終的かつ不可逆的に解決されることを確
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認する(朝日新聞、2105年12月29日）。」 
 さて、次なる問題は、11月14日に読売新聞、15日に産経新聞に「放送遵守を求める視聴者の会」の「私
たちは、違法な報道を見逃しません」(全面広告）が掲載されたことである。「放送法第四条をご存知ですか？」
「私達の『知る権利』はどこへ？」という見出しの中に、9月16日のTBS（NEWS23）で司会の岸井成格氏
の「メディアとしても(安保法案の）廃案に向けてずっと上げ続けるべきだ」という発言は、放送法第4条に
違反するというのである。しかも、2007年の総務大臣の答弁書では「一つの番組ではなく当該事業者の番組
全体を見て、全体としてバランスのとれたものであるかを判断することが必要」とされているが、これでは
「NEWS23」の放送が直ちに放送法に違反しているとは言えないので、一つの放送番組の中でも政治的公平
性が保たれているかを判断することができるように、「2007 年の大臣答弁より妥当性の高い見解を示すよう
に求めます。」と同会は提言している。この提言は、後で見るように、翌 2016 年 2 月 12 日の「政府統一見
解」の伏線であったのではないだろうか。この広告で何よりも問題なのは、岸井キャスターへの「個人攻撃」
である。全国紙といわれるメディアに、それも、「放送法」の解釈が二分されている状況で、明らかに政府与
党の立場にたっての広告なのである。 
 この広告には、今後、同様の発言があれば「見逃しません」し、「同様の批判広告をいたしますよ」という
メッセージが込められていて不気味である。 
 
5.4. 2016年の安倍政権とメディア 
 この年のメディアに関連した大きな出来事は、1月8日にNHK「クローズアップ現代」の国谷祐子キャス
ターの降板が発表され、同9日にはTBSの「NEWS23」の岸井格氏がアンカーを降板すると発表されたこと
である。すでに2015年12月には、テレビ朝日の「報道ステーション」の古館伊知郎キャスターの降板が発
表されていた。こうしたメディア側の対応を見越してか、2月 8日の衆議院予算委会で、高市総務相は放送
法について一層踏み込んで、「放送法」を盾に「電波停止」を明言したのである（注12）。 
 「そういったこと（行政指導）をしたとしても全く改善されない、公共の電波を使って、全く改善されない、繰り返されるとい
う場合に、全くそれに対して何の対応もしないということをここでお約束するわけにはまいりません。（平成28年2月8日衆
議院予算委員会議事録第九号、p.31）。」＊（ ）内は、筆者。 
 さらに、政治的公平性について高市総務相は次のような見解を示している。 
 「参議院の答弁で、一つの番組でも、選挙期間中・・・殊さらに特定の候補者や候補予定者のみを相当の時間にわたり取り上
げる特別番組を放送した場合のように、・・・また、国論を二分するような政治課題について、放送事業者が一方の政治的見解
を取り上げず、殊さらに、他の政治的見解のみを取り上げてそれ支持する内容を相当の時間にわたり繰り返す番組を放送した
場合のように、番組編集が不偏不党の立場から明らかに逸脱していると認められるといった極端な場合においては、やはりこ
れは政治的に公平であるということを確保しているとは認められないと、・・・答弁させていただいた(同上、p.30）」 
 この見解は、2007年の総務省の見解を変えることになることから、総務省は改めて「政治的公平の解釈に
ついて（政府統一見解）」(注13）（2016年2月12日）を発表することになる。 
 「・・・この『政治的公平であること』の解釈は、従来から、『政治的問題を取り扱う放送番組の編集に当たっては、一つの番組
ではなく、放送事業者の番組全体を見て判断する』としてきたものである。全体を判断することは当然のことである。この従来から
の解釈については、何ら変更はない。その際、『番組全体』を見て判断するとしても、『番組全体』は『一つ一つの番組の集合体』で
あり、一つ一つの番組を見て、全体を判断することは当然のことである。総務大臣の見解は、一つの番組のみでも、例えば・①・②・・・、
といった極端な場合においては、一般論として『政治的に公平であること』を確保しているとは認められないとの考え方を示し、・・・、
『番組全体を見て判断する』というこれまでの解釈を補充的に説明し、より明確にしたもの。」としている。 
   ＊引用者注：上記の「例えば」の後の①、②には、8日の衆院予算委での高市総務大臣の説明とほぼ同文が記載されている。いったい何をより
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明確にしたものなのだろうか。＊下線は筆者。 
つまり、「木を見て森を判断するのが一般的だが、特別な場合には木だけでも判断する」ということか、
それなら、「一本の木だけで判断する」ことと何ら変わりはない。そして、この統一見解は、「放送遵守を求
める視聴者の会」が求めた提言にまさに答えを示したことになるのである。 
 こうした政府の強硬な姿勢に対し、メディア側も反論を試みている。朝日新聞、毎日新聞から関連記事を
拾うと次のようになる。2月11日の「日本ジャーナリスト会議」・「放送を語る会」の高市総務相への抗議声
明をかわきりに、民放労連の高市総務相への公開質問状（2月 16日）、NHK 板野放送総局長（2月 17日）、 
TBS テレビの武田信二社長（2月 24日）、テレビ東京の高橋雄一社長（2月 25日）、鳥越俊太郎氏らテレビ
キャスター有志の「高市総務相「電波停止」発言に抗議の記者会見」（2月29日）など、わが国を代表する
メディア関係者が抗議の声をあげているのである。 
そして、4月 6日にTBS は、「放送法遵守を求める視聴者の会」が、安保関連法案の報道をめぐり番組の
スポンサー企業への圧力を示唆したとして「表現の自由、ひいては民主主義に対する重大な挑戦で、看過で
きない」とする声明を出した。同会は、TBSが2015年9月、安保法案の報道で反対意見ばかりを伝えて「政
治的公平」を定めた放送法違反に当たるとして、TBSの経営陣の辞任などを求めていた。誠意ある回答がな
ければ「国民的なスポンサー運動の展開を検討する」というのである（朝日新聞、4月7日）。自民党若手の
懇話会で発言が現実のものとなったのである。 
 このように、メディアには政府からの放送法を根拠にした圧力と政府に同調した市民団体からの圧力とが
大きくのしかかってきているのである。こうした状況の下で、実際の放送現場の雰囲気はどうであろうか、
果たして政府から独立して放送番組が作られているのだろうか。この問題は、これまで見てきたような政治
状況下では、当事者に訊ねても「特段の圧力や忖度、自粛などは一切ない」という当たり障りのない回答し
かえられないだろう。そこで、海外の権威ある視点からの報告を紹介しておこう。 
 2016年4月20日、「国境なき記者団」は「報道の自由度世界ランキング」を発表した。日本は、対象の180
カ国・地域のうち、前年より順位が11位下がって72位となっていた。特定秘密保護法の施行から１年余り
を経て、「多くのメディアが自主規制し、独立性を欠いている」と指摘した(東京新聞他、4月20日）。 「多
くのメディアが自主規制している」ということは、2016年4月20日の国連言論および表現の自由の保護に
関する特別報告者デービット・ケイ氏の記者会見（注14）においても指摘されている。彼の会見の中から本章に
関連する主な意見をまとめると次のようになる。      
１） 放送法を改正し、4条を削除する必要がある。政治的公平性を判断することは非常に大きな議論が必要だが、政府がコント 
ロールすることであってはならない。 
２）活字メディアでも、やはり同じような圧力を感じていると、面会したジャーナリストが話している。 
３）最近の傾向には非常に懸念がある。法的な制限、政府からの規制、組織の限界といった懸念だ。メディアの独立が弱くな 
っている。 
４）報道の自由については、聞きとりの結果、私の懸念はより強くなった。ジャーナリストと会って、管理、圧力、制約など、 
法律で明文化されているものは何一つないが、変えるべきことはたくさんある。放送法や特定秘密保護法も変えるべきだ。 
デービット・ケイ氏(2017）は、2017年6月12日スイス・ジュネーブでの国連人権理事会で、上記の訪日
調査結果を正式に報告した。 
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5.5. 2017年の安倍政権とメディア  
  2017 年の上半期の主な出来事は、安倍政権の最終目標である憲法改正に向けた法整備の最後の段階とい
えよう。4月6日、ジャーナリストや出版関係者ら有志は都内で記者会見を開き、「共謀罪」創設に反対する
緊急アピールを発表した（朝日新聞、4月7日）。約30人の連名で「表現やメディアの営みは思想・良心の
自由、表現の自由が確保されてはじめて多様で豊かに創造される。これを危うくする法案制定に強く反対す
る」と訴えた。この他にも多数のジャーナリストが「共謀罪」法案に反対する声明を発表している。5 月 3
日の憲法記念日には、安倍首相の改憲発言が唐突に行われた。そして、この共謀罪の審議過程において、
いわゆる「モリ・カケ・アベ」と揶揄される安倍首相の国政の私物化疑惑が浮上し、国会の閉会中審議にお
いて疑惑解明へと野党の追及に国民の関心が高まってきたこともあってか、政府は、国会の会期延長をせず
に、6月15日、参院法務委員会での審議・採決を行わず、「中間報告」を本会議に提出した後、共謀罪
法案を未明の参院本会議で強行採決したのである。 
 
5.6. まとめ 
 「加計学園の獣医学部新設計画については、『総理のご意向だと聞いている』などの発言があったなどの文
科省の記録文書」を前文科省事務次官の前川喜平氏はその存在を肯定していた。5 月中旬頃までに民進党や
朝日新聞がその文書のコピーを独自に入手し、公表していたが、政府は「怪文書」としてその存在を否定し
た。こうした中、読売新聞は 5月 22日「前川前次官出会い系バー通い」との見出しであたかも前川氏
が買春行為をしていたかのように受け取れる記事を掲載した。そして、共謀罪法案の採決が予定され
る 2017年 6月 15日、松野博一文科相は同文書が見つかったと発表した。さらに8月 22日には「テレビ
にはしっかり事実を伝えて欲しい・・・」と「放送法遵守を求める視聴者の会」が産経新聞と読売新
聞にカラーの全面広告を出した。内容は、7月 10日の加計問題に関する国会閉会中審査での 3 人の参
考人の発言について、各テレビ局の報道時間は前川氏関係が 90%前後、加戸前愛媛県知事ら 2 名の発
言は 10％前後であり、「公平・公正」な報道ではないというものであった。 
 このように、政権とその別働隊による直接・間接な働きかけ、組織や個人への直接・間接の圧力・脅迫な
どといったことがまかり通る日本の状況は、確かに 2013 年以降に徐々に、そして途中からは急速に速度を
速めて作り出されてきているといえよう。この意味で、2017年後半の出来事が今後の日本の方向を決定づけ
ることなることは想像に難くない。また、共謀罪によって、私たちの生活が今後どのように「監視」されて
いくのか、私たちは逆に政権を厳しく「監視していかなければならない」事態を迎えている。 
 
6.  「ほんとう」の報道とは 
 これまで見てきたように、わが国の報道は、大きな曲がり角にさしかかっている。秘密保護法や共
謀罪などの法律や「放送法」などにより、報道の自由度が極度に狭められてきている。このままでは
こうした傾向は、今後いっそう強くなっていくことになるであろう。だからこそ、今、私たちは、メ
ディアに対して何を報道して欲しいのか、何を知りたいのかを明確に要求すべきときであろう。 
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 私たちは国民として、つまり、「主権者」として「知りたいこと」を各メディアに突きつけて、メ
ディアを変える努力をしなければ、政府の広報機関・伝達機関ではない、国民のためのメディアへの
道は遠のくばかりであろう。 
 実は、ある出来事が生じ、記者がそれを見聞し、記事にまとめ、当該メディアの本社に送り、新聞
やテレビで報道され、私たち自身がその記事や映像を理解するというこの過程には、出来事の理解を
助けたり・妨げたりする無数のバイアス、あるいはフィルターが存在しているのである。それは、私
たちが、ものを理解するというときには、その人の生活経験に応じて蓄積された知識や感情に基づい
てのみ行われ、かつ、そのものについての何らかの知識がなければ、それを理解できないからである
(注 15）。いかなる報道もそこには無数の人間が介在しているし、既に見てきたように、ある出来事の理
解は、理解しようとするその人自身の思想信条や価値観というフィルターを介さざるをえないのであ
る。 
 筆者は、2．において、メディアが何を報道し、報道しなかったかを分析し、現在のメディアの問題
点として、5 点を挙げておいた。そこでは、「事実」を報道するのがメディアの原則であるが、同じ事
実でも、報道各社によってニュアンスや表現が異なっていたり、事実の一部しか報道しない場合や、
時には、事実を報道しないメディアが存在していたことを指摘せざるをえなかった。 
 そこで、本稿をまとめるに当たって、まず、「事実」について考察し、ついで、私たち国民がほん
とうに知りたい事実とは何かを考えることにする。 
 
6.1. 「事実」とは何か 
 例えば、「山」という言葉は、日本中のいや世界中の山を指し示すことができる。その世界中の山は、実は、
それぞれがその姿・形・岩石の種類・標高・生息している動植物の種類・生成の歴史など、すべての特徴に
おいて異なっているのである。つまり、「山」という知識は、一つの「事実」から作られているのではなく、
その背後には無限ともいうべき「事実」が隠れている。つまり、事実は一つではないのである。私たちの知
識、特に「ことば」で表されている知識は、すべて、無限の事実の中から、いくつかの特徴をその人なりに
選び出して作られているのである。因みに、「山」は、多様な特徴をもつ自然界から、「平地よりも高く隆起
した地塊。谷と谷との間に挟まれた凸起部(広辞苑、第六版）。」という共通の特徴を有する自然を切り
取って、まとめて付けた呼称のことである。日常生活で使っているあらゆる言葉がそうである。した
がって、メディアが異なれば、同一事実(出来事）も異なって表現（記事に）されることは当然のこと
となる。ここで、「事実」に関連する用語を整理しておこう、広辞苑（同上）は次のように定義している。 
 事実：①事の真実。真実の事柄。本当にあった事柄。②（哲）(factum(ラテン）・fact（イギリス） 
 真実：うそいつわりでない、本当のこと。まこと。②(副詞的に）ほんとうに。全く。③仮（かり)でないこと。究極のもの。      
絶対の真理。真如。 
 真理：①ほんとうのこと。まことの道理。「不変の真理」。 
 こうしてみると、「事実」「真実」「真理」に共通するのは、「ほんとうのこと」となる。では、無数・
無限の事実から、どのようにしたら、「ほんとうのこと」を取り出すことができるのだろうか。 
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 私たちの認識は、無限の情報から任意のいくつかの情報をその人なりに取り出していることから、いかな
る「事実」も、「客観的」という語で形容することはできないということが「ほんとうのこと」なのである。
言い換えると「事実」はつねに「主観的」に作られたものであるということにならざるをえない。つまり、
「主観的事実」は「無限の事実」の中から「選択した事実」であるから、「事実」の組み合わせは、無限とな
るし、したがって、一人ひとりの組み合わせは全く独自のものとなりうるのである。新聞やテレビの記者た
ちは、まさに、記者なりの「主観的事実」を選択し、記者なりに複数の「主観的事実」を組み立て、「一つの
まとまりのある記事」として「まとめている」のである。 
 私たちの日常において誰かに何かを伝えるときにも、全くこれと同じことをしているのである。しかし、
自分が見聞きしたことを他者に伝えようとすると、この無限の事実のすべてを列挙しても受け手は混乱する
だけであろう。報道という視点、立場でも同様であり、事実の羅列ではなく、記事を読む人が理解できるよ
うに事実を組み合わせることが必要となってくる。本多（1984）は、このことについて、端的かつ明確に次
のようにまとめている。  
「『事実によって本質を描く』(p.36)」 
 この言葉は、蓋し名言である。あらゆる事物・出来事が様々な姿を見せる表面の様子・現象ではなく、出
来事の本質、出来事の正体、これこそが私たちが「知りたい、ほんとうのこと」なのである。 
 自然科学は、無数の現象の観察から得た「主観的事実」を基にして総合される「客観的事実（法則）」の探
求ということができるのに対して、人間や社会においては、無数の事実・出来事の中から選択された「主観
的事実」を基にして総合される「ものごとの本質」が最終的に私たちが知りたい事柄であるといえよう。通
常、私たちが「ほんとうのこと」知りたいというとき、私たちは「ものごとの本質」を知りたいのである。 
 
6.2. メディアのほんとうの課題とは 
 Oxford Dictionary(注16）は、「2016 年のことば」に「post-truth（ポスト・トゥルース」を選んだ。イギリ
スのEU からの離脱に関する国民投票やアメリカの大統領選挙などでの世論形成の際には、「emotion and  
personal belief(感情や個人的信念）が objective fact（客観的な事実）よりも強い影響力をもっていた」
ことがその主な理由であった。また、オーストラリアのMacquarie Dictionary（注 17）は、「2016 年のこと
ば」として、「fake news（嘘のニュース）」を選んでいる。トランプ大統領候補側がよく発した「alternative 
fact（選択的事実、もう一つの事実）」ということば、そして、組織的に流された「fake news」は、ポス
ト・トゥルースを代表するメディア戦略であった。なぜ、このような嘘が拡散する時代になったのかは、
稿を改めなければならないが、インターネットの発展で大量の情報が飛び交い、その情報の根拠につい
て質す余裕がなくなってきていること、さらには、情報器機の発達に伴って、情報へのアクセスが容易
になり自分が見たい・知りたいという情報のみにアクセスしようとする傾向が強くなっていることが挙
げられよう。ツイッターの「いいね」などのフォローはその典型である。こうした市民側の情報に対す
る態度を見越して、政権は、そして、政府に同調するメディアは、事実を十分に伝えるのではなく、市
民に快く響くことばや感情に訴えることばに変えて情報を発信することを常套手段としているのでは
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ないだろうか。 
 さて、「ほんとうのこと」と「嘘」の間には、いくつかの段階があるといえよう。「ほんとうのこと」
は、すでに述べたことから「ものごと・出来事の本質が論理的に説明されていること」と捉えると、
嘘（フェイク・ニュース）には、次のような位相が考えられえる。 
１）「完全なる嘘」：①捏造：実際になかったことをあったことにする。（詐欺、デマなどの類い）。
②証拠隠蔽、隠滅：実際にあったことを故意に知らせなかったり、なかったことにする。 
２）「言い換え」：①言葉の言い換えによる事実のねじ曲げ。「大本営発表」がその典型。②焦点を
ずらす報道。当該出来事の本質に関係のない事実をことさら大きく取り上げ、焦点をずらしてしまう。 
３）「もう一つの事実」：①事実の一部のみを報道するが、全体像を報道しない。②根拠を挙げて説明
せずに、自己の見解のみが正しいと主張し続ける。 
４）「何も報道しない」：政治的社会的な出来事で、それを理解する上で欠かせない本質的な事実を
報道しない。これは、やはり、「fake news」に該当すると考えられる。 
 これまで見てきたメディア各社の報道が上記の基準のどれが当てはまるのかということは読者の判
断に委ねざるをえないが、私たち主権者に要請されていることは、こうしたフェイク・ニュースを自
らが見破る力量を身につけておかなければならないということは確かなことである。 
 さらに、わが国のメディアが独立したメディアとして国民の信頼を得るためには、権力がその影響力を維
持するために考案した中立とか公正とか不偏不党などという題目的言葉に惑わされることなく、いかなる権
力からの圧力にもめげず、あるいは、心ない市民からの攻撃にも屈せず、絶えず変転し、利害関係がうごめ
く社会現象のなかから揺るぎのない「本質」をどれだけあぶり出すことができるか、にかかっていよう。 
 私たちは、人間という存在の「本質」から、「ほんとうのこと」を心から知りたいのである。 
 
＜注＞ 
1.  http://kazegunma.wixsite.com/heiwanokaze/blank-12 
2.「放送法」：http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=325AC0000000132&openerCode=1#A 
 以下、一部抜粋して掲載しておく。 第二章（放送番組編集の自由）、第三条 （国内放送等の放送番組の編集等） 
 第四条 放送事業者は、国内放送及び内外放送の放送番組の編集に当つては、次の各号の定めるところによらなければならない。  
一 公安及び善良な風俗を害しないこと。二 政治的に公平であること。三 報道は事実をまげないですること。四 意見が対立し
ている問題については、できるだけ多くの角度から論点を明らかにすること。 
3.「放送を語る会」：視聴者市民、放送研究者、放送労働者の三つの立場の人びとが、放送について語り合い、研究し、発言する場を
作ろうという趣旨で、1990 年 8 月に発足し、国政選挙や原発事故など様々な問題につてテレビ報道をモニターして、その結果を報告
書にまとめ、各方面へ提言などをしている団体。（http://www.geocities.jp/hoso_katarukai/katudou2.html） 
4. 国連のプライバシー権に関する特別報告者ジョセフ・ケナタッチ氏が、2017 年 5 月 22 日、「共謀罪」の問題点について改善する    
よう安倍首相宛に書簡を出した。問題点は、「共謀罪法」の「計画」「準備行為」の文言が抽象的で恣意的に適用される可能性があ
る。令状主義の強化など、プライバシー保護の適切な仕組みがない、などという指摘。 
  http://www.ohchr.org/Documents/Issues/Privacy/OL_JPN.pdf          
5.  http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/taisen/kono.html 
6.  http://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/rp/page24_000308.html 
7. 言論の自由や報道の自由の擁護を目的としたジャーナリストによる NGO。1985 年設立。本部はパリ。https://rsf.org/en/presentation 
8. http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/15827 
9.  https://www.bpo.gr.jp/ 
10.  https://www.bpo.gr.jp/?page_id=806&meta_key=2015 
11.  https://www.bpo.gr.jp/?p=8417&meta_key=2015 
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